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チェルノブイリ原発事故の教訓から
福島原発事故の健康影響を考える

長崎大学大学院教授/福島県放射線健康リスク管理アドバイザー 山下俊一

第一回東京シンポ『長崎から福島へ』 2011年5月20日
東京都港区北青山ダイヤモンドホール

環境と健康問題
放射線安全防護

非常事態対応
緊急被ばく医療

守りの科学；規制科学グレーゾーン領域科学

不確実で不明瞭な分野への挑戦

（Life-span adult health studies by RERF 2008）
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原爆被爆者の疫学調査から判明していること
－国際放射線安全防護基準の根幹－
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マンモ
グラフィー PET

骨シンチ 心筋シンチ

公衆被ばく線量限度

ガラパリ
（ブラジル）

ケララ
（インド）

アメリカ
自然放射線レベル

胸部X線

ラムザール（イラン）

がん疫学

原爆被爆者
Life Span Study

月における無遮蔽
での線量

2‐3週間で死亡
1-2週間で死亡

3-6週間で半数が死亡

放射線治療（局所照射）5-12日で死亡
0-5日で死亡

LD50（治療加えた場合）
火星に3年間遮蔽あり
で過ごした場合

陽江（中国）

日本自然放射線
レベル（平均）

100mSv以上の急性被
ばく、200mSv以上の慢

性被ばくによる人体での
がんリスクの増加

放射線防護・規制

医療放射線被ばく

低線量被ばく

急性放射線障害

CT検査

（U.S. Department of Energy邦訳）

放射線の人体影響
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急性放射線障害

6.不確定不確実

線量依存性発がんリスク

自然環境被ばく年間2-3mSv

1. 放射線被ばく
2. 外部被曝
3. 内部被曝
4. 全身被ばく
5. 局所被ばく
6. 汚染

2. 線源
１. 自然 ２．人工

3. 健康影響
１．確定的影響
２．確率的影響

4. 後遺症

職業被ばく限度年間50mSv

5. 慢性期

被ばく線量評価と
放射線健康リスク管理

放射線の健康影響とは？

リスクの考え方

• 災害など危険そのものではなく事象が起きる
頻度や規模の可能性

• 確率論からの集団リスクと個人リスクがある

• ゼロリスクはない

• リスクは単独ではない

• トレードオフという包括的対処法の選択

• 客観的ではないリスク認知の存在

• 最終的には人間学に集約

朝日新聞 1986年4月30日

スウェーデン
（1300ｋｍの地点）
10μSv/時？

チェルノブイリ原発事故後の被ばく集団にお
ける平均被ばく線量(mSv)

• 被ばく集団 人数 mSv

• 1. 除染作業者 (1986-7)                 240,000          100

• (30 km ゾーン)

• 2. 1986年強制退去民 116,000            33

• 3. 放射能汚染地域在住者

• Cs137の土壌汚染状況

• 37 kBq/m2以上 5,200,000             10

• 555 kBq/m2以上 270,000             50   

Cardis et al J Radiol Prot 26;127-40, 2006
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ロシアからの原発事故処理除染作業者
の平均被ばく線量
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放射線被ばくによる長期発がんリス
ク評価と追跡調査可能な集団
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(Demidchik Yu, Saenko V, Yamashita S. ABEM 2007 51:748-62)

放射性ヨウ素被ばくによる甲状腺がんの発症リスク

512

210

139
105 91 84 60 59 60 38 32 27 22 15 10

112

0

5
0
0

1
0
0
0

N
u
m

b
e
r 

o
f 
s
u
b
je

c
ts

0-99 400-499 900-999 1500+
Doses categories (mGy)

Belarus and Russia combined

242

46
7 5 2 1 1 8

0

5
0
0

1
0
0
0

N
u
m

b
e
r 

o
f 
s
u
b
je

c
ts

0-99 400-499 900-999 1500+
Doses categories (mGy)

Russia

270

164
132

100 89 84 60 58 59 38 32 27 22 15 10

104

0

5
0
0

1
0
0
0

N
u
m

b
e
r 

o
f 
s
u
b
je

c
ts

0-99 400-499 900-999 1500+
Doses categories (mGy)

Belarus

0

5

10

15

0 1 2 3 4 5 6 7

Dose in Gy

O
d

d
s
 R

a
ti

o

OR and 95% CI

LQC

LQ2

L1

ERRL1

(Cardis E et al; Risk of thyroid cancer following I-131 exposure in childhood, 2005)

276 cases of childhood

Thyroid cancer

1300 cases of controls

Age at the time of 

Accident, less than 15 year-old

（内部被ばくによる発がんリスクの被ばく線量依存性増加） 吸入 汚染されたもの経口摂取

放射能雲

放射性降下物

食物連鎖

放射性ヨウ素類
内部被ばく

原発事故による放出

外部被ばく
汚染

放射線被曝による生体反応と発がんリスク研究

甲状腺癌
分子疫学調査

チェルノブイリ汚染地域住民
500万人

1000例ケース
1000例コントロール

国際共同研究推進
WHO,EU,NCI,IARC

チェルノブイリ
組織バンク環境汚染と

土壌・水質汚染
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福島原発事故

福島原発で炉心溶融 放射性物質漏れ、事態深刻2011.3.12 14:18 福島第１原発の避難指示が半径１０キロに拡大、
浪江町役場の避難所から更に離れた双葉郡浪江丁立苅野小学校に避難した浪江町の住民ら＝１２日午後、福島県双葉郡浪江町

IAEAの発表によれば、チェルノブイリ原発事故では、放射性ヨウ素
320万テラベクレル、放射性セシウム28万テラベクレル、全体で520

万テラベクレルが環境中に放出、福島は全体で37万テラベクレル。

（アサヒコム4月15日より）

610

放射性ヨウ素は約２％、放射性セシウムは１％が放出

一次スクリーニング
ガイガーカウンターで10万ｃｐｍカットオフ

放射性降下物による健康影響は？

クライシスコミュユケーション
３月20日いわき市、２１日福島市を皮切
りに各市町村講演と対話５月初旬まで

放射線リスクコミュニュケーション
４月連休から文部科学省判断に従い
積算線量の基準値遵守、ラジオ福島等

http://www.reuters.com/article/slideshow/idUSTRE72A0SS20110312
http://www.reuters.com/article/slideshow/idUSTRE72A0SS20110312
http://sankei.jp.msn.com/affairs/photos/110312/dst11031214190222-p5.htm
http://sankei.jp.msn.com/affairs/photos/110312/dst11031214190222-p6.htm
http://sankei.jp.msn.com/affairs/photos/110312/dst11031214190222-p7.htm
http://www.asahi.com/national/update/0409/images/TKY201104090208.jpg
http://sankei.jp.msn.com/economy/photos/110313/biz11031313140007-p3.htm
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福島県内の原発事故後の空間線量経過
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3/11 3/13（日）3/14（月）3/15（火）3/16（水）3/17（木）3/18（金）3/19（土）3/20（日）3/21（月）3/22（火）3/23（水）3/24（木）3/25（金）3/26（土）3/27（日）3/28（月）3/29（火）3/30（水）3/31（木）4/1（金）4/2（土）4/3（日）4/4（月）4/5（火）4/6（水）4/7（木）4/8（金）4/9（土）

福島県環境放射能測定結果 県北 福島市

県中 郡山市①合庁３階

県中 郡山市② 東側入口

県南 白河市

会津 会津若松市

南会津 南会津町

相双 南相馬市

いわき いわき市平

玉川村 福島空港

飯舘村 飯舘村役場

いわき市中央台北小学校

田村市船引田村総合体育館

（μSv/時）

３/11 3/15 3/19 3/23 4/1 4/9
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放射線防護の線量の基準の考え方

［平常時］ ［事故発生後］

線量

事故発生 事故収束 経過日数

平常時：1mSv/年
原子力発電所の通常
の運転による放射線の
影響をできるだけ低く
抑えるための基準

(a) 事故発生初期大きな被ばくを
避けるための基準

屋内退避：10mSv
避難 ：50mSv

(b)緊急時の状況
（事故継続等）における基準

20-100mSv/年※

※ 100mSv/年以下では健康への
影響はないが、原子力・放射線
利用では「合理的に達成できる限り
低く」を目指している。

(c) 事故収束後の汚染に
よる被ばくの基準

1-20mSv/年

長期的な目標：1mSv/年

（出典；官邸）

教訓；正しく怖がる事

• 正しい知識と正しい情報伝達と正しい判断

• 生活インフラ崩壊・人心荒廃、風評被害が問題

• お手伝いの気持ちと気配り（対話講習会）

• 福島県災害対策本部（オフサイトセンター）

• 二次及び三次被ばく医療機関との連携

• 福島県立医科大学の位置付けと役割

• 被災者健康増進と福島県包括的保健医療政策

• 長期環境モニタリングと健康影響調査が必要

原発事故の一刻も早い収束が鍵

今後の展望

医療人としてできることは？

①原発の現場で復旧に当たっている作業員らの労災対応
②30㎞圏内外の比較的放射性物質の汚染が残っている地
域の住民の方々や、そこで仕事をしている方々

多少の汚染があっても、普通の医療ができること

放射線・放射能を、正しく理解し、正しく怖がる

風評被害を最小限に
精神的影響への対応


